
項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

無

無

有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果

無

環境
影響

活動実績(H30)

経費

投入コスト

無 無

無

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

市民文化センター
管理運営事業

根拠法令 H30予算現額

447,356千円

H29決算額

446,189千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

施設稼働率について、目標値には
至らなかったが、大ホールや展示
室は8割を超えているなど、文化施
設として他のホールと比較しても高
い稼働率を達成できた。
また、施設のサービス水準を保ち
つつ、安全・安心な利用提供を行う
ことができた。

H30年度に改善した点

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入場率
（％）

施設稼働率
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日
を除く）

所沢市民文化センターは、本市における文化芸
術活動の拠点であり、指定管理者による自主事
業及び市内外の一般利用に供しているため、施
設稼働率を目標とする。

これまで以上に市と連携した文化芸術振興
が図られるよう、情報共有や今後の事業展
開等の打ち合わせの場として、月に1回の
定例会を設定した。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 497,777千円 496,802千円

H30決算額（見込み）

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化センター
条例施行規則

H30目標値が未達成の理由・分析

本市における文化芸術振興のため、所沢市民文化セン
ターにおける事業運営と施設管理を行い、市民の芸術に
触れ合う機会の増進と施設利用者の増加を促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度
を導入しており、指定管理者である公益財団法人所沢市
文化振興事業団が、管理協定に基づき、芸術・文化振興
事業（自主事業）及び施設管理運営事業を遂行する。

0.42 人
非常勤
特別職

65.0% 61.0% 市民文化センターの長期休館は平成30年12月
10日からであったが、平成30年度当初から既に
休館に入っていると勘違いしている利用者がい
ることも稼働率減の一要因と考えられる。現在は
休館中となっているため、アウトリーチ事業によ
るＰＲ活動や月刊情報紙やホームページ等でリ
ニューアルオープン後のイベントＰＲなどを通じ
て、利用再開後の利用者の積極的な確保に努
める。

65.0% 59.8%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,564千円 臨時職員

①2,612日（全14施設）

②5,906回（全14施設）

③72.5％

H30年度目標 H30実績
平成30年12月10日より改修工事に伴う施設休
館となっており、その間はアウトリーチ事業によ
るＰＲなどで、継続してミューズに関心を持って
もらえるよう努めることと併せて、今後はリ
ニューアル後に予定する事業を積極的にＰＲす
ることで、更なる利用者の拡大を図っていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.57 人
非常勤
特別職

R元年度目標

平成5年度～ 4,777千円 臨時職員 65.0%

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

期間

H29決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

指導者の中には実施校の近くに住
む住民もおり、学校と地域住民の
協働を推進する一助となっている。
また、児童と講師のお互いにとっ
て、世代を超えた交流の機会となっ
ている点においても有意義である。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化芸術基本法 33千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容

H30年度に改善した点

参加した児童数（延べ人数）
より多くの子供に本事業を体験する機会を提供
することを目的としているため。

情報提供や指導者・学校間の連絡調整の
補助等の充実により、実施件数及び参加
児童数が増加した。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 33千円 0千円
①芸術・文化分野の指導者登録
数

②実施件数

③
一人一芸チャレン
ジ事業

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

子どもたちが自分の得意なもの、熱中するものを発
見する、「一人一芸へのチャレンジ」を支援し、異年
齢交流の中で人格形成の支援を図る。
１　①所沢市文化団体連合会の協力により、芸術・
文化の各分野からの指導者リストを作成。
　　②リストを学校へ配布。
　　③学校では、伝統芸能クラブや総合的な学習の
時間で活用。
２　地域・校区ネットワーク組織（地域実行委員会組
織等）等の設立に向け様々な情報を提供。

0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 200人 216人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

458人

250人

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

目標達成済200人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

933千円 臨時職員 0.00 人
①123人

②4件

③

H30年度目標 H30実績

教育現場の現状や、指導者・地域の特性
等を踏まえ、体験種目・内容を検討してい
く。

平成14年度～ 1,089千円 臨時職員 0.00 人

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別 H29予算現額

市民文化フェア開
催支援事業

根拠法令 H30予算現額

5,006千円

H29決算額

H30決算額（見込み）

文化芸術基本法、市民文化フェア実行委員会補助
金交付要綱

4,000千円 4,000千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

本事業は実行委員会形式で地域
に根差した各団体の協力により成
り立っており、市民自らが企画し運
営に携わり、所沢の文化を発信し
所沢の文化の発展に寄与してい
る。
また、一般公募による音楽ステー
ジや、中学生・高校生ボランティア
も数多く参加しており、市民参加型
である点においても意義がある。

H30年度に改善した点

文化都市として発展していく第一歩として、所沢
の文化をより多くの市民に知ってもらうことを目
的としているため。

補助金の減額に伴い、経費の見直し・削減
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

幅広い年齢層が興味を持ち、また所沢の
文化を知り愛着を持ってもらうきっかけとな
るような内容となっているか、引き続き検討
と改善をしていく。

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円 4,000千円
①実行委員、各催し物スタッフ
人数

②催事（プログラム）の合計数

③

延べ入場者数

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

実行委員会による企画立案や市民の文化活動の発表交
流の場の提供等を通して、新しい市民文化の創造を目指
すと同時に、来場者に所沢ならではの有形・無形の市民
文化や桜の名所でもある航空記念公園のロケーションの
素晴らしさを体感してもらう。
①毎年４月に航空記念公園を会場として開催する。②企
画・運営は、個人・法人・市民団体の自主的な参加で組織
する市民文化フェア実行委員会が行う。③実行委員会の
主な自主財源は、市内企業・商店等からの協賛広告料で
ある。④市は実行委員会に補助金を交付する。

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 115,000人 70,000人

臨時職員 0.05 人
①422人

②36

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

115,000人 150,000人

130,000人

期間 0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和61年度～ 6,453千円 臨時職員 0.05 人

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

子どもたちにとって身近な学校の体育館で気軽に音楽に
接することによって、子どもたちの情操をはぐくむととも
に、親や友人とのふれあいを深める場とする。さらに、音
楽ホールなどで鑑賞するときのマナーを学ぶ場ともなる。
１　市内小中学校のPTAに事業を周知し、開催校を募集
２　開催決定校PTA及び演奏楽団(所沢市民吹奏楽団・所
沢フィルハーモニー管弦楽団）との調整
３　子どもたちに親しみのある曲をメインとしたコンサート
を開催校の体育館で実施

0.14 人

H30正規職員
人件費

昭和60年度～

H29決算額 指標名

親子音楽鑑賞教
室開催事業

目標設定の考え方・根拠

B

本事業は、市と開催校PTAの共催
事業として実施されており、広報活
動や当日の運営はPTAが行い、演
奏は市民アマチュア楽団が担うと
いった、まさに市民とともにつくりあ
げるコンサートである。未就学児を
伴って参加できるクラシックコン
サートは少なく、気軽に参加できる
演奏会として好評であるため、今後
も継続して実施していく必要があ
る。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化芸術基本法 270千円

H30年度に改善した点

市民文化の向上と文化性の高いまちづくりの進
展を図ることを目的としているため、どれだけ多く
の市民がコンサートを楽しみ、音楽文化に触れ
たかを直接計ることのできる、コンサートの鑑賞
差数を指標とする。

当日の運営が滞りなく行われるよう、開催
校ＰＴＡと密に連絡を取った。

開催候補日が学校行事等と重なっているなどの
理由から、開催校が1校のみだったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

事業の認知度を高め、開催校を増加させる
ため、学校関係者への情報提供を積極的
に行っていく。

無無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 270千円 270千円
①コンサートの鑑賞者数

②

③

コンサートの鑑賞者数根拠法令

9千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 ― 254人

1,188千円 臨時職員 0.00 人
①約230人

②

③

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

270人 約230人

300人

期間 0.21 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

1,760千円 臨時職員 0.03 人

第４章　教育・文化・スポーツ  第５節　市民文化



有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果
環境
影響

活動実績(H30)

経費

投入コスト

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

第４章　教育・文化・スポーツ  第５節　市民文化

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

無

無

無 無

無

無

無 無

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

文化活動支援事
業

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

目標達成したものの、当該事業の
さらなる利用促進を図るために、各
団体への趣向を凝らした支援を継
続する必要がある。

H30年度に改善した点

①所沢市による文化芸術活動
の後援事業数

②支援している文化芸術団体数

③

事業参加者数（出演者数・出品者数）および観
客入場者数の合計

市民文化の向上と文化性の高いまちづくりの進
展をはかることを目的としているため、事業参加
者数および観客入場者数の合計を指標とする。

各文化・芸術活動の開催・運営方法等につ
いて、指導及び助言した。また、広報活動
などの情報提供に協力した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

各文化・芸術活動の事業内容等を社会の
動きに応じて充実させていく必要があり、各
活動団体の主体性を尊重し、自助努力を
促進しながら、引き続き様々な面での支援
方法を検討していきたい。

190,500人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30決算額（見込み）

文化芸術基本法

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市民の芸術・文化活動の活性化を促し、市民文化の
向上と、文化性の高いまちづくりの進展をはかる。
市民の芸術・文化活動に対し、次のような様々な支
援を行う。
①各種相談の対応
②市による後援
③活動の広報活動への協力　など

0.22 人
非常勤
特別職

216,000人 216,982人

1,867千円 臨時職員

①46

②19

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

216,000人 296,295人

期間 0.33 人
非常勤
特別職

R元年度目標

昭和59年度～ 2,765千円 臨時職員

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

応募者や希望者、市内の銀行や郵
便局、公共施設に配布し好評を得
ており、地域に根付いた文芸誌で
ある。また、表紙や挿絵には市美
術展受賞者の作品を掲載し、文芸
と美術という異なったジャンルの共
同制作の場であり、地域文化の振
興につながっているため、今後も趣
向を凝らしながら継続して実施して
いく。

H30年度に改善した点

配布率
（配布部数／発行部数）

投稿者だけでなく、市内銀行や郵便局、公共施
設等への配布や、有償頒布もあるため、どれだ
け多くの市民に「文芸所沢」が広まっているかを
図る指標となる。

チラシとポスターのデザインを一新したとこ
ろ、若い世代や新たな投稿者からの投稿
が増えた。

H29年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,059千円 944千円
①投稿者数

②有償頒布数（6月末現在）

③

「文芸所沢」発行
事業

H30決算額（見込み）

文化芸術基本法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市民の文芸作品の掲載により創作活動を促し、作
品を通して作者と読者の交流を図るとともに、市内
の文芸専門家が選考委員としての参加することによ
り地域文化への貢献を図る。
①５月中旬から７月末日まで、俳句、短歌、川柳、
詩、小説、随筆、童話の７部門の作品を募集。
②部門ごとの選考委員が採用作品を決定。
③３月に発行し、投稿者に配付。市内銀行や郵便
局、公共施設等に市民の閲覧用の配備を依頼。

0.56 人
非常勤
特別職

90% 82%

目標達成済90%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,752千円 臨時職員 0.20 人
①235人

②167冊

③

H30年度目標 H30実績
投稿者の高齢化が進んでいる。若い人に
もっと投稿してもらえるよう、チラシやポス
ターを工夫したり、ＨＰを閲覧数を増やす策
を講ずるなど、常連の投稿者はもちろん、
新しい投稿者を増やすべく広報活動を工夫
する必要がある。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

90%

期間 0.57 人
非常勤
特別職

R元年度目標

昭和58年度～ 4,777千円 臨時職員 0.20 人 90%

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市で支援しているこれらの音楽活
動は、毎年多くの参加者・鑑賞者が
おり、本市の音楽文化の振興に大
きく寄与しているものと考えられる。
このため、今後も本市はこれらの音
楽活動への支援を継続して行って
いく必要がある。

H30年度に改善した点

市の音楽文化の向上を目的としており、この指
標により、どれだけ多くの市民に優れた音楽に
接する機会を提供できたか計ることができる。

事業が滞りなく行われるよう、実行委員会
等との連携を図った。

例年、ミューズを会場としている活動が、改修の
ため市外の施設を会場としたことなどから鑑賞
者数が減少したものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

より多くの市民に当市の音楽活動に触れて
もらうため、広報活動を積極的に行っていく
必要がある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,170千円 2,170千円
①開催事業数

②

③

参加者数＋鑑賞者数H30決算額（見込み）

所沢市吹奏楽祭実行委員会補助金交付要綱、所沢
市管弦楽祭実行委員会補助金交付要綱ほか

2,170千円 2,170千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令
文化芸術基本法、所沢市民合唱
祭実行委員会補助金交付要綱、

H30予算現額

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市民の音楽活動である所沢市管弦楽祭・所沢市民
合唱祭・「所沢で第九を」演奏会・所沢市吹奏楽祭等
の開催を奨励・支援することにより、市民に優れた
音楽に接する機会をつくり、音楽文化の向上を図っ
ている。

0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 9,000人 7,193人

4,327千円 臨時職員 0.03 人
①5

②

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

9,000人 7,065人

期間 0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

音楽活動支援事
業

昭和60年度～ 4,274千円 臨時職員 0.03 人 4,600人

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

利用促進の面では、ある程度目的
を達成しており、対象事業について
も所沢市文化祭、「所沢で第九
を」、各種演奏会など全市的規模で
様々な年齢層の参加がある公共性
の高い事業である。市民の交流や
本市の文化向上のために、ミュー
ズ利用料の負担軽減の面では依
然として必要な補助制度と考えら
れる。

3,031千円
①ミューズを利用した事業（催し
物）で補助を行った件数

②

③

事業参加者数＋観客入場数
（出演者数＋出品者数＋観客入場者数）

「ミューズ」を利用した市民の芸術・文化活動の
活性化を促す事が当該事業の目的となっている
ため、事業参加者数と観客入場者数を合算した
人数を指標する。

H30年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,031千円

平成30年4月から「所沢市民文化センター
利用料補助金交付要綱」を施行し、統一的
な算定基準のもと、各事業に対し交付を
行った。

文化芸術活動支
援補助事業

H30目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化芸術基本法、所沢市民文化センター利用料補
助金交付要綱

2,700千円 2,249千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 30,000 23,017

21,411
例年、ミューズを会場としている活動が、改修の
ため市外の施設を会場としたことなどから鑑賞
者数が減少したものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人

679千円 臨時職員 0.00 人
①15

②

③

H30年度目標

0.08 人

H30実績

補助事業が文化芸術振興に対する有効性
について現状把握に努めるとともに、主催
者に対し必要な情報提供を行っていく。

H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H30その他職員
従事割合

30,000

期間 0.15 人

平成5年度～ 1,257千円

市が支援する所沢市文化祭等の市民文化事業に対し、
「ミューズ」の利用料の一部を補助し、「ミューズ」を利用し
た市民の芸術・文化活動の活性化を促す。
①「市民により組織され文化事業を実施する実行委員会」
または団体等が主催し、参加及び鑑賞の機会が広く市民
に開かれるなど公共性が高く、市が支援している、市民の
文化振興に寄与する事業が対象。②今までの実績や事
業の内容に応じて、「ミューズ」の施設利用料及び付属設
備利用料等の経費の一部または全額を交付する。



有益
な
もの

有害
な
もの

会
計

成果
環境
影響

活動実績(H30)

経費

投入コスト

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

第４章　教育・文化・スポーツ  第５節　市民文化

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

無

より多くの市民にご利用頂くため、引き続き
施設の周知を図る。

無

無 無

無 無

事前準備の実施

期間

所沢駅東口市民
ギャラリー管理運
営事業

根拠法令

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民
ギャラリー条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

①267日

②51件

③

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R元年度目標

40%

0.43 人

74.6%

H29その他職員
従事割合

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術活
動等の促進を図ることを目的とした施設であり、平
成３０年４月１日に開館し、ギャラリーとして利用に供
している。
また、施設の管理運営方法については、指定管理
者制度を導入しており、指定管理者である公益財団
法人所沢市公共施設管理公社が、管理協定に基づ
き、施設管理運営事業を遂行する。

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

4,412千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人

4,201千円

開館当初より課題であった、施設の案内看
板を設置した。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

13,986千円 13,483千円

指定管理者制度による効率的かつ
安定した施設の運営により、開館
当初より多くの市民にご利用頂き、
当初の想定を大きく超える稼働率
を達成することができた。
また、本市の文化芸術施策の一つ
の拠点である役割を果たすことが
できた。

H30年度に改善した点

H29正規職員
人件費

平成29年度：事前準備の進捗状況
平成30年度以降：施設稼働率（％）
（年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く） ）

平成30年4月1日の施設開館に向けた、事前準備の
進捗状況を指標とする。
また、平成30年度以降は、市民の文化芸術活動の発
表の場「ギャラリー」として、市民へ利用に供するた
め、施設稼働率を目標とする。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

無 無

75%

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B
条例制定、指定管理者の
指定、物品の購入等

目標達成済

H30年度目標 H30実績

2,674千円
①年間施設利用日数（日）

②利用件数(団体・個人）

③
文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市民の文化芸術活動の集大成で
ある「所沢市文化祭」の開催をはじ
め、所沢市の芸術・文化の発展に
大きな役割を担っており、市民文化
の向上、文化性の高いまちづくりに
多大なる貢献をしている。また、子
どもたちの体験授業を支援するな
ど、地域社会にも貢献している。

H30年度に改善した点

①所沢市文化祭開催日数

②所沢市文化祭催し物数

③郷土美術館入館者数（来館簿
記入者数）

市文化祭事業参加者数（出演者数・出品者数）
及び観客入場者数並びに郷土美術館夕刊者数
（来館簿記入者数）の合計

より多くの市民が文化活動に参加し、鑑賞するこ
とを目的としているため 各団体の文化祭開催にあたり、周知活動

や会場確保等の支援の充実を図った。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,073千円 3,073千円

文化団体援助事
業

根拠法令 H30決算額（見込み）

文化芸術基本法、所沢市文化団体連合会補助金交
付要綱、所沢市郷土美術館補助金交付要綱

3,073千円 3,073千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市内で音楽、演劇、美術、文学、茶、華道、囲碁、将
棋などの文化・芸術活動を行っている「文化団体連
合会」の団体支援並びに幕末に建てられた建造物
を活用した民設民営である「郷土美術館」の運営援
助することにより、市民に優れた文化・芸術に接する
機会をつくり、文化・芸術の振興を図っている。

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 20,800人 18,307人

主催者のメンバー・事業内容の固定化による、
事業の魅力や発信力の不足が、入場者数が増
加しない要因と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,073千円 臨時職員 0.00 人
①45日

②23

③544人

H30年度目標 H30実績

若い世代を取り込むためのアウトリーチ事
業や末端会員による勧誘などを検討してい
く。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

20,800人 18,259人

期間 0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和6年度～ 5,196千円 9,800人

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

文化
芸術
振興
課

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

三ヶ島まちづくりセンターの工事に
伴う休室期間があったこともあり
38％の目標達成率にとどまってし
まった。
今後は事業内容の検討を行い、よ
り多くの市民に三ヶ島葭子を知って
いただけるよう努めていく。

H30年度に改善した点

利用者数（資料室、講演会等来場者数と冊子購
入者延べ人数）

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的としてい
るため、利用者数（資料室、講演会等来場者数
と冊子購入者延べ人数）を指標とした。

休室期間中、生涯学習推進センターに保
管していた資料を活用して、ミニ展示「郷土
の歌人・三ヶ島葭子が描いた絵」を実施し
た。

H29年度目標

545

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198千円 244千円
①資料室入場記名者数

②講演会等来場者数

③冊子販売数

三ヶ島葭子資料
室運営事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

社会教育法、文化芸術振興基本法 198千円 231千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先
人への理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛する
心を育てることを目的とし、講演会や文学散歩の開
催、三ヶ島葭子資料室だより「われもこう」の発行、
市民ボランティアによる展示解説会等を行う。

0.71 人
非常勤
特別職

0.00 人 500

三ヶ島まちづくりセンターの工事に伴い、平成30
年9月～平成31年3月の期間、資料室が休室と
なったため、来場者数が大幅に減少した。

600

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,024千円 臨時職員 0.00 人
①135人

②61人

③32冊

H30年度目標 H30実績

三ヶ島葭子を多くの市民へ周知していくこと
が課題である。市民ボランティアによる展
示解説会、講演会、文学散歩等の実施方
法を再検討し、さらなる周知を図っていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

228

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H6～ 5,447千円 臨時職員 0.00 人 600

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

ふるさと研究活動に協力する市民
ボランティアである市民学芸員の協
力により、企画展示や小学生の体
験学習など多くの事業を実施する
ことができた。今後も引き続き市民
と連携しながら、ふるさと研究活動
を進め、ふるさと研究活動に参加
する市民の裾野を広げていく。

H30年度に改善した点

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的のひ
とつであるため、参加者・利用者数を指標とし
た。

市民学芸員の資質向上を図り、ふるさと研
究活動の推進に資するため、新たな試みと
して「市民学芸員ステップアップ講座」を実
施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

より多くの市民にふるさと研究活動への興
味をもっていただき、各事業への参加を促
すため、企画展示や体験学習会、講座内
容の充実を図るとともに、事業の周知に努
めていく。

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29年度目標 H29実績
A

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,999千円 7,186千円
①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学芸員
の延べ人数

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延べ人数。

H30決算額（見込み）

社会教育法、博物館法、文化財保護法 8,077千円 7,526千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5,882人

目標達成済

H30実績

H30正規職員
人件費

10,182千円 臨時職員

①6,091人

②6件

③645人

H30年度目標

H30目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

H30その他職員
従事割合

6,000人 6,091人

非常勤
特別職

2.59 人

期間 1.55 人
非常勤
特別職

1.70 人 R元年度目標

ふるさと研究活動
事業

1.20 人 6,000人

根拠法令 H30予算現額

H7～ 12,989千円 臨時職員 0.00 人

所沢市の歴史や自然、文化などの資料の収集、保
存、調査、研究を進め、常設展示や企画展示、講
座、体験学習会などを通じて研究成果を紹介し、郷
土への愛着を深めるための事業を展開する。

5,950人

平成29年度～ 3,603千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
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項目名

■ □ □

実績

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

文化財保護法

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

H29年度目標
文化財保護普及
啓発事業

0.05人 200枚平成26年度～

一
般

文化財保護法、所沢市文化財保護条例

167枚

4,777千円

H29実績

H30実績

H29その他職員
従事割合

①０件

②263枚

③26,300円

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間 0.57 人
非常勤
特別職

0.00人 R元年度目標

H30正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50千円 143千円

非常勤
特別職

0.00 人 400枚

臨時職員

①グッズの作成件数

②グッズの有償頒布枚数

③グッズの頒布金額
H30目標値が未達成の理由・分析

新たなグッズの作成等を検討しつつ、更に
普及啓発活動を活発に行うため、販売機
会の拡大を図っていく。

・市の指定文化財を主題にしたグッズとしてクリアファイル
を作成、１枚１００円で頒布する。
現在までに３種類のデザインを作成し、文化財のＰＲと保
護を訴える。
・市内所在の文化財情報を掲載した「所沢文化遺産案内
マップ」の改訂版を作成し、配布。
・文化財に関する調査等の記録を公表し、保護意識の普
及啓発を目的に、年1回情報紙を発行する。

H29決算額 H30年度に改善した点

グッズの有償頒布枚数
グッズの頒布枚数が多いほど、文化財のＰＲと
保護の普及が進むと考えるため。 主催事業での来場者へのＰＲを積極的に

行い、販売枚数を増やした。

H30決算額（見込み）

263枚

指標名 目標設定の考え方・根拠

「文化財展」をはじめとして、様々な
機会をとらえ、市民啓発に取り組む
とともに、「所沢文化遺産案内マッ
プ」の改訂版を作成した。グッズの
有償頒布枚数は、前年度にくらべ
96件増（57.5％増）となり、目標値も
クリアした。

H30その他職員
従事割合

目標達成済み200枚

674千円

0.54 人
Ａ

4,582千円 臨時職員 0.05 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

無

根拠法令

676千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

有 無

有 有

無 無

有

H29予算現額

H30予算現額

H29決算額 指標名

4,269千円

12.00 人
①1,038人

②4,101.23㎡

③０人

H30年度目標

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

滝の城跡整備事
業

根拠法令 H30予算現額

4,430千円

目標設定の考え方・根拠

C

平成30年度は、台風２４号により、
史跡のき損部分の復旧を兼ねた調
査となり、現地説明会も調査面積
が少ないことから行わなかった。し
かしながら、発掘調査自体は順調
に進み、一定の成果をあげた。今
後も発掘調査による基礎資料の蓄
積に努め、将来の整備に向けて着
実に準備を進めて行きたい。

H30年度に改善した点

①復元模型の見学者数

②史跡整備に伴う発掘調査延
べ面積

③現地説明会参加者数

保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくために、保
存活動をしている団体の会員数、及び見学者
（団体）の人数、また、史跡整備の発掘調査の現
地説明会参加者を指標とした。

台風災害による史跡のき損を発掘調査と
いう形で成果を出し、早期に復旧した。

平成30年度の第7次発掘調査は、台風24号に伴
い二の廓北東側土塁に植生していた樹木の倒
木による遺構のき損の復旧を兼ねた調査であっ
たため、調査面積が狭小で、現地説明会を開催
できなかったことによる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,083千円 4,271千円

H30決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

目的：中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性の
ある長期的な整備を進める事により、郷土の貴重な
文化財である「滝の城跡」を後世へ護り伝えていく。
内容：①保存管理計画の策定
        ②史跡指定地内の遺構確認
        ③危険箇所の応急的な修繕
        ④中世城跡として適切な保存整備
        ⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

0.60 人
非常勤
特別職

0.00人 400人 197人

400人 227人

5,091千円 臨時職員 H30実績
発掘調査の進展に伴い、史跡整備のため
の基礎資料が増加し、城の概要が明らか
になりつつある。今後は、蓄積した資料を
公表し、市民に関心を持ってもらいつつ、
資料を基にした整備実施計画を策定し、整
備工事に着手することを目指す。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

400人

期間 0.52 人
非常勤
特別職

0.00人 R元年度目標

平成19年度～ 4,358千円 臨時職員 12.00 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

期間

H29決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

多くの市民に文化財の大切さを伝え、「ふるさと所
沢」への愛着を深めるとともに、文化財を後世に残
す意義を浸透させていく。
①指定文化財等の市民への情報公開（市ｗｅｂでの
情報発信）②指定文化財等の保存公開に必要な管
理（史跡の除草作業等の実施や所有者との連絡）③
指定文化財等の公開活用事業の開催（展示・特別
公開・講座や講演会等）

1.02 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 3,419千円 2,538千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30年度に改善した点

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管の施設の見学及び主催事
業への参加者数）

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意識
を持つ市民を増やすことを目的にしているため、
市民理解度を指標とする。

「文化財展」において、通常非公開の文化
財を展示したほか、新たに市指定文化財と
なった縄文土器に関する展示や講座等を
行った。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析
A

「文化財展」において、前回とほぼ
同数の参加者を確保でき、目標値
を達成することができた。また、ふ
だん見ることのできない仏像などの
展示や本市に根差した講座等がで
きたこともあり、アンケートでも評価
の声が多く、充実した内容となっ
た。

8700人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,170千円 1,775千円 ①所沢市ｗｅｂ文化財保護課所
管コンテンツ年間アクセス総数

②所沢市ｗｅｂ文化財保護課所
管コンテンツ月別最多掲載数

③公開活用事業数
文化財公開活用
事業

8730人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

8729人

8700人

1.43 人
非常勤
特別職

0.00人 R元年度目標

目標達成済み8700人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,655千円 臨時職員 0.00人
①402,914件

②276件

③18件

H30年度目標 H30実績

所有者とも連絡を密にとり、公開活用に努
め、市民の文化財に対する理解度を高め
ていく。

平成18年度～ 11,983千円 臨時職員 0.05人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

ミヤコタナゴ保護
対策事業

根拠法令 H30予算現額

4,752千円

H29決算額

H30決算額（見込み）

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少
野生動植物の種の保存に関する法律

2,753千円 2,715千円

事業の目的及び具体的な内容

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

平成30年度は、担当職員の異動、
及び非常勤特別職の新規採用など
により、人工増殖期間が短縮され、
目標を達成できなかった。
そのため、目標の総個体数3000～
3500尾の維持ができなかった。
今後は、人工増殖により、個体数
の維持に努めるとともに、飼育環境
の改善に努めていく必要がある。

H30年度に改善した点

ミヤコタナゴの種の保存のため、飼育総数個体
3,000～3,500を目標としていることから、当該年
度の人工増殖数を指標とした。

人工増殖数が少なかったことから、各水槽
の匹数を調整して、死亡数が大幅に増加し
ないように工夫した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後もミヤコタナゴは埋蔵文化財調査センター
での人工増殖と上山口増殖実験池での二枚貝
を用いた自然繁殖の両方を行い、目標個体数
に近づけながら個体数の維持に努めていく必要
がある。産卵母貝である二枚貝の飼育と繁殖も
課題であり、記念物担当の文化財保護委員に
指導を仰ぎながら検討を進める。

ミヤコタナゴを担当する記念物担当の職員の異
動、ミヤコタナゴ飼育研究員（非常勤特別職）の
新規採用などにより、人工増殖期間の短縮した
ことによる増殖数の減少が原因である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,745千円 2,808千円
①前年度末個体数＋当年度人
工増殖数＋保存会・文化幼稚園
からの移管数－死亡数
②団体見学受け入れ件数
③体験学習受け入れ件数

人工増殖により増加した個体数

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

目的：絶滅危惧種で国指定天然記念物のミヤコタナゴを
保護し、将来の野生復帰を目指して種の保存の取り組み
を推進する。また環境学習等の教材として活用を図る。
内容：①種の保存を図るため人工増殖により個体数を維
持するとともに、危険回避のため分散飼育を行う。②文化
庁の許可を得て市内小学校等に展示飼育し、天然記念
物の保護啓発と環境学習等に役立てる。③小中学校の
児童生徒を対象とした見学や体験学習、及び一般市民の
見学を受け入れて保護啓発に努める。

0.56 人
非常勤
特別職

1.00 人 1400尾 1407尾

臨時職員 0.05 人
①2,506尾

②8件

③5件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

700尾 548尾

1000尾

期間 0.62 人
非常勤
特別職

1.00 人 R元年度目標

平成８年度～ 5,196千円 臨時職員 0.05 人
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項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

有 無

有 有

有 有

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知
し、その技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の民
俗芸能を継承する保存団体の存続と発展を目指
す。
①伝統芸能発表会の開催（隔年）
②郷土の民俗芸能を継承する保存団体の自主的な
活動を支援

0.65 人

H30正規職員
人件費

平成5年度～

H29決算額 指標名

郷土の民俗芸能
支援事業

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

伝統芸能発表会の開催年にあたら
ず、市が関わるかたちでの、民俗
芸能の発表の場は設けていない。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H30年度に改善した点

【H29年度まで】市内に伝承されている民俗芸能の市民への
周知と、道具類や保存団体の発展のため、会員数を指標にし
ている。
【H30年度から】市内に伝承されている民俗芸能の市民への
周知と継承、その保存団体の存続と発展を目的としているた
め、披露される日数を指標にしている。

市無形民俗文化財指定50年記念事業開催
に向けて打ち合わせ等を行った。また、小
中学校へ重松流祭囃子の楽譜活用の案内
を送付した。

伝統芸能発表会の開催年でなかったことや、市
無形民俗文化財指定50年記念事業に向けた準
備のため、重松流祭囃子競技会の開催が見送
られたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

令和元年度の市指定無形民俗文化財指定
50年記念事業と令和2年度開催予定の第
14回「所沢市伝統芸能発表会」の準備を進
める。また民俗芸能を広く市民へ周知し、
保存団体への継続的な支援と後継者育成
を図っていく。

有 有

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 488千円 541千円 ①伝統芸能発表会の鑑賞者数（出
演者+来場者数）②重松流祭囃子
保存会の活動参加者数（重松流祭
囃子競技会の出演者＋来場者数）
③岩崎獅子舞保存会の活動参加
者数（奉納岩崎簓獅子舞の出演者
＋来場者数）

【H29年度まで】市内に伝承されている民俗芸能の市民への
周知と、道具類や保存団体の発展のため、会員数を指標に
している。
【H30年度から】市内に伝承されている民俗芸能の市民への
周知と継承、その保存団体の存続と発展を目的としているた
め、披露される日数を指標にしている。

根拠法令

H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 505人 505人

5,515千円 臨時職員 0.05 人
①0人

②0人

③300人

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

15日 9日

15日

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

1,844千円 臨時職員 0.00 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

歴史的建造物解
体部材復元事業

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 3棟
Ｃ

305千円 580千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

市の財政状況などもあり、復元に
は解決すべき課題が山積している
が、所沢の町場の景観を伝える貴
重な文化財を将来最大限に活用す
るため、引き続き適正な状態で保
存するよう努めている。

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

盛期の所沢の町場の景観を伝える貴重な文化財で
あり、町場の暮らしを復元できる素材として郷土学
習やまちづくりに活用する。
①解体した部材の適正な保存管理（殺虫・殺卵のた
めの燻蒸処理）②保存環境の整備（保管庫の清掃・
風通し、敷地内の除草・落ち葉掃き・枝打ちなど）③
歴史的建造物（保管部材）の復元・活用計画の策定
④歴史的建造物（保管部材）の復元と活用

H30年度に改善した点

①保管環境の整備

②くん蒸処理

歴史的建造物（保管部材）の復元
保存している部材を活用するため３棟分の復元
を目標とする。 保管庫敷地内の植木の剪定及び落ち葉掃

き等を行った。

工事費用及び復元する敷地も必要なことから、
庁内外の調整、課題の整理等を要するため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

保管中の部材の劣化を防止するため、くん
蒸処理を隔年で実施する。また復元に係る
課題を解決するため、関係各課と調整作業
を進めていく。

3棟

H29年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,329千円 1,031千円

H30決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例

0棟

1,867千円 臨時職員 0.00 人

①3回

②0回

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3棟 0棟

期間 0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成16年度～ 1,173千円 臨時職員 0.00 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成に向けてある程度成果は
出ているが、目標をやや下回って
いる。単に件数の目標値だけでな
く、適正な執行を通して文化財の保
護に努める必要がある。

H30年度に改善した点

補助金を交付した件数

補助金交付により、貴重な文化財をより良好な
状態で保存・管理することになると考える。また、
これにより指定文化財の所有（管理）者と定期的
な連絡をし、保存・管理状況に関して確認や相談
をする機会を得ることができる。

指定文化財の公開状況等に関する調査を
補助金申請時に行い、改訂版を発行予定
の「所沢文化遺産案内マップ」への掲載内
容に変更がないか回答を得た。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,706千円 2,160千円

①管理費補助件数

②修理等補助件数

指定文化財管理
費等補助事業

H30決算額（見込み）

所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事業費補
助金等交付要綱 2,706千円 2,180千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

①市内の指定文化財の所有（管理）者から補助金交
付申請書提出
②所沢市文化財等保存事業費補助金等交付要綱
に基づき交付決定

目的：市内に所在する貴重な文化財を良好な状態
で保存・管理しこれを後世に継承するため

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 78件 60件

当年度の管理費補助金が不要につき辞退した
件があったため。

70件 60件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,885千円 臨時職員 0.05 人

①60件

②0件

H30年度目標 H30実績
市民共有の財産というべき貴重な文化財
を、適正に管理や修繕ができるように、財
政状況や所有（管理）者の意見などを考慮
しながら、より効率的・効果的な事業の実
施を検討していく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和５６年度～ 2,011千円 臨時職員 0.05 人 70件

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理
運営事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成29年度に条例化し、公の施設
として直営管理していくことになっ
た。民俗資料を地域で保存・管理し
後世へ護り伝えるための施設とし
て、引き続き、ＰＲしていくとともに、
小中学校の郷土学習等の活用の
充実に努めており、目標値をクリア
することができた。

H30年度に改善した点

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの人
に見てもらうことにより、郷土への理解を深める
機会をより多く提供することになると考え、来館
者数の増加を目標とする。

配置替えやキャプションの修正等を加え、
より見やすく、わかりやすい資料展示にな
るよう努めた。また山口民俗資料館のブ
ロック塀の強度不足が判明し、撤去工事を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市の主導で管理・運営・展示替えに取り組
み、地元の民俗資料保存会等の協力も得
ながら、資料の整理や学校・団体の見学対
応に力を入れ、来館者が増加するよう努力
していく。

目標達成済み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,167千円 2,675千円

①開館日数

②来館小中学校数

来館者数根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施
行規則

3,164千円 3,001千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月４日
　開館時間：午前９時～午後４時３０分
　入館料：無料
②各館で地域の特色が見られる民具等を展示
③小中学校の社会科見学や総合学習として活用さ
れている

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 1900人 1594人

5,770千円 臨時職員 1.05 人

①144日

②13校

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1900人 1909人

期間 0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和５６年度～ 5,196千円 臨時職員 1.05 人 1900人
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現状の課題

第４章　教育・文化・スポーツ  第５節　市民文化

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

有

無

無 無

有 無

有

有

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

埋蔵文化財発掘
調査事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成30年度の発掘調査件数は4件
だが、対象面積及び確認調査件数
について増加傾向にある。発掘調
査担当職員は、現場において遺構
や遺物を観察し、調査方法を検討・
指導するなど専門的な知識と経験
を要する。今後は専門的職員の育
成と確保、調査スケジュールの適
正な配分をはかることが必要であ
る。

H30年度に改善した点

開発等により遺跡が破壊される前に確認調査によっ
て遺構の有無を判断し、本調査で迅速かつ正確に遺
跡に関する記録を行うことが当事業の目的となってい
るため、確認調査の実施率を指標とし達成率100％を
目標値とした。

民間開発と土地区画整理事業の調査を複
数同時に実施せざるを得ない状況となり、
担当職員の割り当て不可能となったため、
大規模開発民間開発の発掘調査に民間調
査会社の支援を導入した。

確認調査の依頼総数79件のうち72件について確
認調査を実施した。未実施の7件は事業者が依
頼を取り下げたものと、実施時期が令和元年度
へ延期になったもので、実施率は96％となってい
るが、実施可能な確認調査については全て実施
済である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,894千円 23,286千円
①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

確認調査依頼件数に対する確認調査実施率根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

28,469千円 22,092千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を行
い、後世へ伝える。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画された
段階で確認調査を実施。遺構が発見され、開発等に
より破壊される可能性がある場合は発掘調査を実
施する。発掘調査は、正職員と臨時職員等で調査
の規模・期間・難易度により適宜チームを編成して
行う。

2.10 人
非常勤
特別職

0.40 人 100% 96%

17,819千円 臨時職員 21.00 人
①72件

②４件

③2735.16㎡

H30年度目標 H30実績
開発等に伴う確認調査件数の増加や、土
地区画整理事業などの大規模開発に伴う
調査の増加により、業務量の増大が見込
まれるため、専門性や経験をもつ職員の確
保に努める。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100% 91%

100%

期間 1.82 人
非常勤
特別職

0.30 人 R元年度目標

S51年度～ 15,252千円 臨時職員 16.80 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

発掘調査報告書
等刊行事業

根拠法令 H30予算現額

10,991千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

平成30年度は、当初4冊の報告書
刊行を予定していたが、1冊を担当
していた職員の異動により刊行す
ることができなかった。発掘調査報
告書の執筆・作成は、調査結果の
分析及び全国の事例との比較な
ど、専門知識が求められるため、発
掘調査担当職員のスキルをあげな
がら着実かつ効率的に刊行してい
くように努める。

H30年度に改善した点

①年報掲載の確認・発掘調査数

②報告書を刊行した発掘調査件
数

発掘調査報告書刊行調査次数

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開するこ
とが当事業の目的となっているため、報告書を刊行し
た発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済の調査報
告次数に、現年度刊行予定の報告書掲載発掘調査
次数を加えたものを目標値とした。

報告書の刊行時期を年度中２回に分散す
ることで、同じ作業や機材の使用が重なら
ないようにし、効率的に業務を進めることが
出来た。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,990千円 9,123千円

H30決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

9,089千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開すること
は、市民をはじめ日本の歴史研究への資料寄与に
つながる。また、年報の刊行により発掘調査や確認
調査の成果をいち早く公開することで、市民や開発
事業者等に所沢市の地中に刻まれた貴重な文化遺
産を周知し、文化財保護意識を啓発することで、開
発計画など遺跡の破壊を未然に防止する効果も期
待できる。

0.70 人
非常勤
特別職

0.90 人 321件 323件

刊行予定の報告書を担当していた職員の異動に
より、１冊分（２調査）報告書が刊行出来なかった
ため。

338件 336件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,940千円 臨時職員 7.02 人

①79件

②13件

H30年度目標 H30実績
発掘調査報告書の執筆には、専門性を有
する職員が担当するため、作業内容によっ
ては臨時職員で対応するなど、発掘調査
担当者の業務量の増加に適切に対応する
ことが必要である。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.25 人 R元年度目標

S51年度～ 2,514千円 臨時職員 5.54 人 366件

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

埋蔵文化財は市の貴重な歴史資
料であり、市民共有の財産として将
来にわたって保存する意義を理解
してもらうためにも、通常の来館者
のみならず、出張授業や「埋文まつ
り」などの事業を通じて、より多くの
市民への情報発信を行っている。
今後も様々な公開活用事業を通じ
て、本市にとって貴重な歴史資料
である埋蔵文化財を、後世に伝え
ていくことの必要性を、多くの市民
や開発事業者に理解してもらえる
よう努めていく。

H30年度に改善した点

文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知することが
当事業の目的であるため、市民の関心や理解度
を図る数値として公開活用活動参加者数を指標
とする。

効果的に普及公開活動の周知をするため
に、通常の来館者のみならず、出張授業や
「埋文まつり」などの事業を通じて、より多く
の市民へ情報発信を行うとともに、ホーム
ページの更新やイベントの集客数を増やす
方法を工夫して普及公開に努めた。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,335千円 2,225千円
①小中学校対象（学校との連
携）事業の参加者数
②見学者・事業参加者等の人数
③外部貸出資料の利用者等の
人数

埋蔵文化財普及
公開事業

H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化財保護法・所沢市文化財保護条例 2,341千円 2,294千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

郷土の歴史や埋蔵文化財保護行政について周知す
るため、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張
授業等　②施設見学　③体験型イベント「ところざわ
埋文まつり」の開催（土器や勾玉作り・火起こし等の
体験）　④最新発掘展示　⑤外部公共施設等への
資料貸出・展示

0.47 人
非常勤
特別職

0.40 人 8600人 8298人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

7485人

8600人

前年度と比べ一般来館の参加者が減少したが、
来館授業や団体による遺跡見学などの人数は
増加している。様々な不特定多数の人が利用す
るため利用団体の都合等により年ごとに増減の
バラつきがあるが、全体的な人数に大幅な違い
はなく目標値に近づいている。

8600人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,988千円 臨時職員 0.07 人
①1043人

②5059人

③1383人

H30年度目標 H30実績
今後も引き続き多様な普及公開事業を通じ
て市民等への情報発信を行い、効率よい
普及公開活動を実施して、埋蔵文化財の
周知と文化財保護に対する理解を深めて
いくことが重要と考える。

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.40 人 R元年度目標

平成6年度～ 2,514千円 臨時職員 0.07 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

埋蔵文化財遺物
整理保存事業

根拠法令 H30予算現額

1,697千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

埋蔵文化財発掘調査の現場調査
で終了ではなく、出土した遺物類を
整理・記録し、公開することが求め
られる。そのため、整理作業の専
門知識や経験を有する職員の育
成、確保が必要である。
平成30年度は当初4冊の報告書刊
行を予定していたが、担当職員の
異動により1冊刊行できなかった。
どの調査でも整理ができるように職
員のスキルアップや業務の迅速化
など作業の進捗率の向上に努めて
いく必要がある。

H30年度に改善した点

発掘調査の成果を報告書として刊行するために遺物
の整理を行うことが当事業の目的であるため、報告書
を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済
の調査報告次数に、現年度刊行予定の報告書掲載
発掘調査次数を加えたものを目標値とした。

報告書の刊行時期を年度中２回に分散す
ることで、同じ作業や機材の使用が重なら
ないようにし、効率的に業務を進めることが
できた。
また、前年度に引き続き遺物の収蔵スペー
ス確保に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

整理作業を担当する職員が、各作業を行う
臨時職員の作業配分を調整することで作
業効率の向上を図る必要がある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,839千円 11,174千円
①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・科学分
析

発掘調査報告書刊行調査次数H30決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

11,910千円 11,666千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行
い、発掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料
として後世に伝えていくため、次のような作業を行
う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色
⑥報告書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保
存処理　⑩科学分析　等

0.20 人
非常勤
特別職

0.90 人 321件 323件

刊行予定の報告書を担当していた職員の異動に
より、１冊分（２調査）報告書が刊行出来なかった
ため。

臨時職員 7.02 人
①20件

②159件

③11点

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

338件 336件

342件

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.90 人 R元年度目標

S50年度～ 1,927千円 臨時職員 7.02 人
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有害
な
もの
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経費

投入コスト

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

第４章　教育・文化・スポーツ  第５節　市民文化

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

A 項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

□ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

有 有

期間

北秋津・上安松土
地区画整理事業
地内埋蔵文化財
調査事業

平成29年度～ 8,799千円 臨時職員 12.00 人

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

11,705㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,685千円 臨時職員 3.00 人

①15,452.49㎡

②3,549㎡

他の区画整理事業や民間開発と調査期間
が重複し、調査担当者の業務配置が課題
となっている。平成30年度は調査の際に熱
中症による体調悪化が多く生じたが、気温
の変化に応じて、休憩や作業の中止など
の対策を講じる。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1.05 人
非常勤
特別職

H30目標値が未達成の理由・分析

40,030㎡ 33,277㎡

目標の実施面積で、地権者同意が得られなかっ
た。また、事前に樹木や作物の除去できなかっ
たという理由により、未調査になった箇所があっ
た。
なお、実施可能な確認調査（試掘）、及び発掘調
査については全て実施済である。

H30年度目標 H30実績

22,822㎡ 19,001.49㎡

R元年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

北秋津・上安松土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を
保護するために、公衆用道路等の確認調査（試掘）、及び
記録保存のための発掘調査を行う。
①公衆用道路等の確認調査（試掘）を行い、遺構・遺物の
有無を確認する。
②確認調査（試掘）で検出された遺構の記録保存のため
の発掘調査を行う。
③発掘調査で出土した遺物、遺構の記録を整理し、報告
書を刊行する。

0.67 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.10 人

8,518千円

確認調査の屋外作業員を増員して調査期
間を短縮を図った。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

18,464千円 12,237千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

発掘調査は、予定していた地点を、
期間内に調査することができた。
確認調査については、未達成理由
のとおり確認調査（試掘）ができな
い箇所があったが、確認調査（試
掘）が可能な箇所は全て予定通り
調査することができた。

H30年度に改善した点

6,481千円

①確認調査面積

②発掘調査面積

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

北秋津・上安松土地区画整理組合と合意した確
認調査（試掘）、及び記録保存のための発掘調
査面積

H29年度目標 H29実績文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出土
遺物など収蔵資料を永年にわたって整理・保存し、
埋蔵文化財に関する各種情報を後世に伝えるととも
に広く提供する施設として、安全かつ適正に管理す
るために、施設管理業務委託等による各種点検を
着実に実施し、修繕箇所を見極めて必要な修繕を
実施する。

1.00 人

H30正規職員
人件費

平成6年度～

H29決算額 指標名

埋蔵文化財調査
センター施設管理
事業

目標設定の考え方・根拠

B

建築から２５年が経過し、施設の老
朽化で想定外の不具合が発生し、
修繕の必要件数が増加しつつあ
る。ただ、市の財政状況もあり、修
繕箇所の優先順位を吟味し、修繕
内容を的確に把握し連鎖故障のな
いよう順次修繕を行う。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

8,522千円

H30年度に改善した点

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な施設管理をすることが目的
であるため、修繕実施数を指標とし、過去３年間
の年間修繕数の平均値を必要数と考え目標値と
した。

施設の地下４機の汚水ポンプが２機が故
障、残る２機も故障に近い状態で大雨によ
る施設内床上浸水が懸念されたが、ポンプ
２機交換し、浸水の可能性は低くなった。

目標値５件に対して３件の実施となった。理由
は、修繕１件当たり見積額が５０万円を超えたた
め３件しか実施できなかった。未実施件数につい
ては現状を保全しつつ、次年度に実施を予定す
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

施設の来館者や職員の安全管理を第一に
緊急修繕を行うなど適切な管理を行う。ま
た、老朽化による設備などを長期的な視点
に立った修繕も計画していく必要がある。

有 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,118千円 10,356千円

①利用者数

②年間会館日数

年間の施設修繕件数根拠法令

7,206千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.05 人 ６件 ５件

8,485千円 臨時職員 0.00 人

①６,３１７人

②２４６日

H30年度目標 H30実績

期間 0.90 人
非常勤
特別職

0.05 人 R元年度目標

7,542千円 臨時職員 0.00 人

H30その他職員
従事割合

５件 ３件

６件

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

若松町遺跡群発
掘調査事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

確認調査（試掘）ができない箇所と
新たに追加された箇所とがあった
ため、総合すると当初の予定以上
の調査となった。

H30年度に改善した点

有

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

若松町土地区画整理組合（令和元年時点では
設立準備会）と合意した確認調査（試掘）、及び
記録保存のための発掘調査面積 初年度であるため、改善した点はない。

目標達成済

有

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①確認調査面積

②発掘調査面積

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

6,057千円 4,469千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

若松町土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を保護する
ために、公衆用道路等の確認調査（試掘）、及び記録保
存のための発掘調査を行う。
①公衆用道路等の確認調査（試掘）を行い、遺構・遺物の
有無を確認する。
②確認調査（試掘）で検出された遺構の記録保存のため
の発掘調査を行う。
③発掘調査で出土した遺物、遺構の記録を整理し、報告
書を刊行する。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

31,331㎡ 31,507㎡

7,935㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①31,507㎡

②０㎡

H30年度目標 H30実績
土地区画整理事業や民間開発の調査とス
ケジュールが重複してしまうため、今後は
担当者の配置が課題となる。他の調査とバ
ランスをとり、柔軟に対応して調査を進め
る。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｈ３０～ 2,095千円 臨時職員 4.20 人


